
 

五所川原市介護予防・日常生活支援総合事業に係る指定事業者の指定等に関する要綱 

  

(趣旨)  

第１条 この要綱は、介護保険法(平成９年法律第１２３号。以下「法」という。)及び介 

 護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号、以下「省令」という。)に定めるもの

のほか、介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号訪問事業及び第1号通所事業を行

う者の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

(指定の申請等)  

第２条 法第１１５条の４５の５第１項及び法第１１５条の４５の６の規定による申請は、

指定(更新)申請書(様式第１号)により行うものとする。  

２  法第１１５条の４５の５第１項の規定により指定を受けた第１号事業者(以下「指定事

業者」という。)は、その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所に表示するものとす

る。  

 

（指定の拒否） 

第３条 指定事業者の指定については、この要綱に規定した基準を満たした事業所であっ

ても、当該事業所に係る指定事業者の指定を行うことにより、五所川原市介護保険事業

計画において見込んだ地域支援事業に係るサービス計画量を超過する場合や地域支援事

業の円滑かつ適切な実施に際し支障が生じる場合においては、当該事業所に係る指定事

業者の指定をしないことができる。 

 

(指定の有効期間)  

第４条 法第１１５条の４５の５第１項の指定は、６年ごとに第１１５条の４５の６第１

項の規定による更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。  

 

(変更の届出等)  

第５条 指定事業者は、当該指定事業所について、次に掲げる事項に変更があったときは、

１０日以内に、変更届出書（様式第２号）により、市長に届け出しなければならない。  

(１) 事業所(当該事業所の所在地以外の場所に当該申請に係る事業の一部を行う施設にあ 

っては、当該施設を含む。)の名称及び所在地  

(２) 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及

び職名  

(３) 事業者の定款・条例等（当該事業に関するものに限る。）  

(４) 施設の構造、設備（当該事業に関するものに限る。）  

(５) 運営規程 

(６) 当該申請に係る事業に係る第1号事業支給費の請求に関する事項  

(７) 役員の氏名、生年月日及び住所 

 ２  指定事業者は、第1号事業を廃止、休止又は再開しようとするときは、その廃止、休



止又は再開する日の1月前までに、廃止・休止・再開届出書（様式第３号）により、市

長に届け出しなければならない。  

 

(指定事業者の基準) 

第６条 介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号訪問事業及び第１号通所事業を行

う指定事業者の基準は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

(平成１１年厚生労働省令第３７号)に定める訪問介護及び通所介護の運営基準の例によ

るものとする。ただし、第１号通所事業中、通所型サービスＡ及び通所型サービスＣに

係る指定事業者の基準については、市長が別に定める。 

 

(宿泊サービスの開始等の届出)  

第７条 指定第１号通所事業者は、当該事業所の設備を利用し、利用者に対し夜間及び深

夜に当該指定に係るサービス以外のサービス(以下「宿泊サービス」という。)を提供す

る場合は、その宿泊サービスの内容を当該宿泊サービスの提供を開始する前に、市長に

届け出しなければならない。  

２ 指定第１号通所事業者は、前項の規定による届出の内容に変更があったとき、又は休

止した宿泊サービスを再開したときは、１０日以内に、その旨を市長に届け出しなけれ

ばならない。  

３ 指定第１号通所事業者は、宿泊サービスを休止し、又は廃止しようとするときは、そ

の休止又は廃止の日の１月前までに、その旨を市長に届け出しなければならない。  

４ 前３項の規定による届出は、指定第１号通所事業所における宿泊サービスの開始等届

出書(様式第４号)により行うものとする。  

 

 (委任)  

第８条 この要綱に定めるもののほか、指定事業者の指定等に関し必要な事項は、市長が別

に定める。  

 

附 則  

(適用期日)  

１ この要綱は、平成２８年３月１日から適用する。 

（準備行為） 

２ 市長は、この要綱の施行日前においても、介護予防・日常生活支援総合事業における

指定第１号事業者の指定等に関し必要な手続きを行うことができる。 

附 則 

(施行期日)  

１ この要綱は、平成２９年１０月１日から適用する。 

２ この要綱は、平成２９年１１月１日から適用する。 

３ この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 


